
事業番号 - - -

（ ）

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

非常勤職員手当

原子力損害賠償業務庁費

委員手当令和3・4年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

調査官数減少に伴う減。
行政情報システムの更新に伴う増。

令和4年度要求

1,712

747

137

21

20 0054

21

107

3,098 3,085

2021 復興

-

令和3年度当初予算

1,755

747

439

29
原子力損害賠償仲介調査

等委託費
原子力損害賠償業務委員

等旅費

その他

計

439

29

年度-

- 年度
平成30年度 令和元年度 令和2年度

中間目標 目標最終年度

3 年度

3 3 3 - -

3 3 3

・「復興・創生期間」後における東日本大震災からの復興の基
本方針
・東日本大震災 復興加速化のための第9次提言
～新しい日本創生の道筋を切り拓く～

平成30年度 令和元年度 令和2年度
目標最終年度

106 107

90

96 97

90

108 -

90

-

- -

3,098 3,085

関係する
計画、通知等

達成度

95

3

90

年度

-

90

-

100 100 100 - -

3 3

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） ％

令和3年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

3,046 2,617 2,308 3,098 3,085

2,101 1,723

執行率（％） 81% 80% 75%

原子力損害賠償紛争審査
会における賠償状況のフォ
ローアップを行う。

フォローアップの回数

成果実績 回

目標値

平成25年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

東京電力福島原子力発電所の事故に伴う賠償について、被害の実態に応じて、原子力損害賠償紛争審査会による指針の策定や原子力損害賠償紛争解決
センターによる和解の仲介等を実施することにより、早期の被害者の救済を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

-

2,471

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

3,352

-

令和元年度

東京電力福島原子力発電所の事故に伴う原子力損害の賠償について、広範囲にわたる多数の被害者が公平かつ適正な賠償を受けられるようにする必要が
あることから、被害の実態に応じて原子力損害賠償紛争審査会による指針の策定等を行うとともに、被害者の迅速な賠償を行うため、原子力損害賠償紛争
解決センターによる和解の仲介を行う。

▲ 1,044 -

4,047

- -

- -

原子力損害賠償紛争解決
センターにて受理した申立
件数（累計）のうち、手続き
が終了した案件（累計）の
割合

▲ 1,001

回

原子力損害賠償紛争審査会等 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 統括官付参事官（予算・会計担当） 参事官　伊地知　英己

事業名

会計区分

令和3年度

▲ 1,135

翌年度へ繰越し -

計

令和2年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

令和4年度要求

予算
の状
況

3,752

原子力損害賠償紛争解決
センターにて受理した申立
てについて、手続きを着実
に進める。

実施方法

定量的な成果目標

平成30年度

％

達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
原子力損害の賠償に関する法律第18条

主要政策・施策

東日本大震災復興特別会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

「原子力損害賠償紛争解決センター活動状況報告書～令和２年における状況について～（概況報告と総括）」（令和３年３月）
※各成果実績は当該年の１月～１２月におけるもの。

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

81% 80% 75%

チェック

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
原子力損害賠償紛争審査会ＨＰにて、フォローアップの実施ごとに公表



毎年度

目標年度

原子力損害賠償紛争解決センターにて受理した申立件
数（累計）のうち、手続きが終了した案件（累計）の割合
※各実績値は、当該年の12月末日時点におけるもの。

施策 10-1原子力事業者による原子力損害を賠償するための適切な措置の確保

政策 10原子力事故による被害者の救済

測
定
指
標

被災地の実情を踏まえつつ、中間指針等に基づく東京電力による
賠償状況の確認を行う。

・平成26年度：中間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の
確認等を実施した。
・平成27年度：中間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の
確認等を実施し、中間指針第四次追補に示されている住宅確保損
害に係る福島県都市部の宅地単価の改定を行った。
・平成28年度：中間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の
確認等を実施し、中間指針第四次追補に示されている住宅確保損
害に係る福島県都市部の宅地単価の改定を行った。
・平成29年度中間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の確
認等を実施し、原子力損害賠償紛争審査会（以下、「審査会」）にお
いて、中間指針第四次追補に示されている住宅確保損害に係る福
島県都市部の宅地単価の改定を審議し、据え置くこととした。ま
た、審査会において、「地方公共団体における不動産の賠償につ
いて」、「地方公共団体におけるインフラや山林の取扱いについて」
をとりまとめた。
・平成30年度：中間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の
確認等を実施し、中間指針第四次追補に示されている住宅確保損
害に係る福島県都市部の宅地単価の改訂を行った。
・令和元年度：原子力損害賠償紛争審査会（以下、審査会）におい
て福島県被災12市町村の視察を行うとともに、審査会を開催し、中
間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の確認等を実施し
た。
・令和2年度：原子力損害賠償紛争審査会（以下、審査会）において
福島県被災12市町村の視察を行うとともに、審査会を開催し、中間
指針等に基づく東京電力による賠償の状況の確認等を実施した。

実績値 % 95

単位
年度年度

-

中間目標 目標年度

平成30年度

平成30年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業では、原子力損害賠償紛争審査会を設置し、原子力損害の範囲の判定等に関する指針の策定・フォローアップを行っている。平成29年度に
は「地方公共団体における不動産の賠償について」及び「地方公共団体におけるインフラや山林の取扱いについて」を取りまとめ、加えて、平成30年
度には中間指針等に基づく東京電力による賠償の状況の確認等を実施し、中間指針第四次追補に示されている住宅確保損害に係る福島県都市部
の宅地単価の改訂を行った。また、原子力損害賠償紛争解決センターを設置し和解仲介を実施し、これまでに受理した申立てのうち、手続きが終了
した案件の割合は９割に上っている。これらの事業により、迅速、公平かつ適切な賠償の実現に貢献している。

- -
定量的指標

96

施策の進捗状況（実績）

　0.9/2

令和元年度

0.5/2

2 2 2

-

施策の進捗状況（目標）

単位

原子力損害賠償紛争審査会に係る費用
/原子力損害賠償紛争審査会開催回数

単位当たり
コスト

令和元年度 令和2年度

97 -

目標値 %

回

　1/2 -

3年度活動見込

0.4 0.6

原子力損害賠償紛争審査会の開催実績

0.2

活動実績

令和2年度

百万円

2 2 2

平成30年度 令和元年度 令和2年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

回

計算式
百万円　　/
回

単位

90 90

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

9090 90

目標定性的指標

原子力損害賠償紛争審査会
における指針の策定及び賠償
状況の把握

東京電力福島原子力発電所の事
故に伴う原子力損害の賠償につ
いて、早期の被害者救済措置を
図るため、被害の実態に応じて、
原子力損害賠償紛争審査会によ
る指針の策定や原子力損害賠償
紛争解決センターによる和解の
仲介等を実施する。

3年度
活動見込

4年度
活動見込

-

2

-

-

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

-

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

不用額は、審理の迅速化を図るための取組を進めたこと等
により和解仲介を行う仲介委員の活動日数が想定を下回っ
たこと等によるものである。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

点
検
・
改
善
結
果

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

原子力損害賠償紛争審査会を年２回程度開催していること
から、実績は見込みに見合ったものとなっている。

‐

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

原子力損害賠償紛争解決センターにおいて、同日にパネル
を複数回開催する等の工夫によって、コストを削減している。

原子力損害賠償紛争解決センターの和解仲介実績は、成果
目標を上回っている。また、原子力損害賠償紛争審査会に
おけるフォローアップについても成果目標に見合った実績を
あげている。したがって、成果実績は成果目標に見合ったも
のとなっている。

○

当事業は、今回の東京電力福島原子力発電所事故を受け、
原子力損害の賠償に関する法律第18条に基づいて設置され
た、原子力損害賠償紛争審査会の事務を遂行するためのも
のであり、費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限
定されている。

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「原子力事業者による原子力損害を賠償するための適切な
措置の確保」という政策目標に対応した施策であり、他の類
似事業も無いことから優先度は高い。

原子力損害賠償紛争審査会は、指針の見直しやADRセン
ターの和解仲介等について審議しており、その開催に必要な
委員の謝金や旅費等のコストであるため、妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

一般競争入札を実施しており、支出先の選定に当たって妥
当性や競争性を確保しているが、結果としては一者応札 と
なったケースもあった。今後は、入札公告・説明会等により
事前の情報提供をさらに充実させ、より妥当性や競争性が
確保されるよう努める。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

当事業は、今回の東京電力福島原子力発電所事故を受け、
原子力損害の賠償に関する法律第18条に基づいて設置され
た、原子力損害賠償紛争審査会事務を遂行するためのもの
であり、必要不可欠なものである。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

引き続き実施するとともに、より効率的な事業推進に努めるものとする。

当事業は、原子力損害の賠償に関する法律第18条に基づいて設置された、原子力損害賠償紛争審査会事務を遂行するためのものであり、原
発事故の被害者救済のために不可欠な事業である。また、審理の迅速化への取組や一般競争入札の実施等を行うことにより、事業の効率性
にも配慮した事業となっている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

当事業は、今回の東京電力福島原子力発電所事故を受け、
原子力損害の賠償に関する法律第18条に基づいて設置され
た、原子力損害賠償紛争審査会事務を遂行するためのもの
であり、事故被害者をはじめとする国民や社会のニーズを反
映したものである。

当事業は、今回の東京電力福島原子力発電所事故を受け、
原子力損害の賠償に関する法律第18条に基づいて設置され
た、原子力損害賠償紛争審査会事務を遂行するためのもの
であり、国が総合的に推進していく必要がある。

○

○

-

事業番号 事業名所管府省名

-



-

0070

0070平成28年度

平成29年度 0056

平成30年度 55

令和元年度 復興庁 0059

平成25年度 25新-026

072

平成22年度 -

平成23年度 -

平成24年度 -

平成27年度

平成26年度

令和2年度 0055

文部科学省ホームページ  原子力損害賠償紛争審査会
URL「　https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chousa/kaihatu/016/index.htm　」

現
状
通
り

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

引き続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効率的な執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

現
状
通
り

事業目的の重要性に比して、仲介申立等の実績や成果が近年少なく、予算の大半は非常勤職員人件費であり、かつ執行率も低い。
具体的なニーズを把握し、支援事業内容の見直し、予算規模の適正化を図ること。

引き続き、ニーズを的確に把握し、効果的・効率的な予算の執行に努めていく。

関連する過去のレビューシートの事業番号



※令和2年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

※単位未満四捨五入の関係で、合計が一致しない。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

業務実施費統合データベース運用・保守業務

費　目

計 9 計 8

費　目 使　途

一般管理費 1

3

B.株式会社電通パブリックリレーションズ
金　額

(百万円）

9

業務担当職員

国内旅費・雑役務費・消費税相当額

人件費

使　途

雑役務費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

A.東京コンピュータサービス株式会社

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

4

チェック

復興庁

2,308 百万円【予算現額】

移替

文部科学省 1,723百万円【執行額】

委員手当 76 百万円

非常勤職員手当 974 百万円
原子力損害賠償業務謝金 2 百万円

原子力損害賠償業務旅費 2 百万円
原子力損害賠償業務委員等旅費

4 百万円
原子力損害賠償業務庁費 650 百万円

事業概要

「原子力損害賠償紛争審査会」の開催や、「原子力損害賠償

紛争解決センター」による和解の仲介等、被害者救済のため、

迅速・公平かつ適切な原子力損害賠償の円滑化を図る。

A.東京コンピュータサービス株式会社

9百万円【執行額】

事業概要

原子力損害賠償紛争解決センター統

合データベース運用・保守業務

請負（庁費） 【一般競争契約（最低価格）】

B.株式会社電通パブリックリレーションズ

8百万円【執行額】

事業概要

原子力損害の賠償請求に関する広報手法の

調査業務

委託【一般競争契約（総合評価）】



支出先上位１０者リスト

A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社電通パブ
リックリレーションズ

2010001050792
原子力損害の賠償請求に
関する広報手法の調査業
務

8
一般競争契約
（総合評価）

2 -80.4％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
原子力損害賠償紛争解決
センター統合データベース
運用・保守業務

契約方式等

一般競争契約
（最低価格）

1 99.9％

法　人　番　号

3010001005226 9

入札者数
（応募者数）

落札率

1

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - -

東京コンピュータ
サービス株式会社

チェック
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